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  (百万円未満切捨て)
１．平成27年３月期第１四半期の連結業績（平成26年４月１日～平成26年６月30日） 

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）
 
  営業収益 営業利益 経常利益 四半期純利益 
  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

27年３月期第１四半期 24,763 △31.4 10,848 △39.5 11,451 △38.6 7,068 △36.9 

26年３月期第１四半期 36,099 － 17,943 － 18,655 － 11,209 － 
 
（注）包括利益 27年３月期第１四半期 7,821 百万円 （△25.1％）   26年３月期第１四半期 10,440 百万円 （－％） 
 

 
１株当たり 

四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

27年３月期第１四半期 25.75 － 

26年３月期第１四半期 40.83 － 

※ 当社は、平成25年10月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っております。そのため、平成26年３月期第１四半期の１株

当たり四半期純利益は、期首に当該株式分割が行われたと仮定して算定しております。 
 
（２）連結財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 

  百万円 百万円 ％ 

27年３月期第１四半期 1,449,497 203,424 13.6 

26年３月期 1,403,713 202,018 14.0 
 
（参考）自己資本 27年３月期第１四半期 197,662 百万円   26年３月期 196,342 百万円 
 
２．配当の状況 

 
年間配当金 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

26年３月期 － 80.00 － 27.00 － 

27年３月期 －        

27年３月期（予想）   18.00 － 18.00 36.00 
 
（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無： 無    
※  当社は、平成25年10月１日を効力発生日として、普通株式１株につき５株の割合で株式分割を実施しております。平成26年３月期第２四半

期末の配当金については、当該株式分割前の実際の配当額を記載しております。 
    当社は、当連結会計年度の期末決算より国際財務報告基準（以下、ＩＦＲＳといいます。）を任意適用する予定であることから、平成27年

３月期の配当予想につきましては、ＩＦＲＳ適用に伴う主な影響を考慮して算定した当期純利益245億円に基づき配当額を算出しております。

なお、当期純利益245億円を基に算出した配当性向は40.3%となります。ＩＦＲＳ適用に伴う主な影響を考慮して算定した業績予想については

Ｐ６「１．当四半期決算に関する定性的情報（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 ①連結業績予想」をご参照ください。 
 
３．平成27年３月期の連結業績予想（平成26年４月１日～平成27年３月31日） 

  （％表示は対前期増減率）
 

  営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

通期 93,000 △20.0 34,500 △32.5 36,500 △30.9 21,000 △29.6 76.49 
 
（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無： 無    

※ 上記業績予想は、日本基準に基づく予想を記載しております。当社は、当連結会計年度の期末決算からＩＦＲＳを任意適用することを予定

しており、ＩＦＲＳ適用に伴う主な影響を考慮して算定した場合の業績予想は各利益が35億円増加し、当期純利益は245億円となることを見込

んでおります。ＩＦＲＳ適用に伴う主な影響を考慮して算定した業績予想については、Ｐ６「１．当四半期決算に関する定性的情報（３）連

結業績予想などの将来予測情報に関する説明 ①連結業績予想」をご参照ください。 



 注記事項 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）： 無    

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用： 無    

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更   ： 有    
 

②  ①以外の会計方針の変更                 ： 無    
 

③  会計上の見積りの変更                   ： 有    
 

④  修正再表示                             ： 無    

 

（４）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 27年３月期１Ｑ 274,534,550 株 26年３月期 274,534,550 株 

②  期末自己株式数 27年３月期１Ｑ 2,655 株 26年３月期 2,655 株 

③  期中平均株式数（四半期累計） 27年３月期１Ｑ 274,531,895 株 26年３月期１Ｑ 274,534,214 株 

※当社は、平成25年10月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っております。そのため、平成26年３月期の期末発行済株

式数（自己株式を含む）及び期末自己株式数並びに平成26年３月期１Ｑの期中平均株式数（四半期累計）については、期首に当該株式分割

が行われたと仮定して算定しております。 
 
※  連結財政状態に関する注記 

 当社グループには、証券取引等の安全性を確保するための諸制度に基づく清算預託金等が資産及び負債に両建てで計上されております。

清算預託金等は多額かつ日々変動することから、上記の金額は大きく影響を受けます。清算預託金等を除いた当社グループの財政状態につ

きましては、添付資料Ｐ.６「１．当四半期決算に関する定性的情報 （2）財政状態に関する説明」をご参照ください。 
 

※  四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商

品取引法に基づく四半期連結財務諸表のレビュー手続は終了しておりません。 
 

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 本資料に記載されている業績予想等の将来に関する記述は、現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいて記

載したものであり、実際の業績等は、今後の様々な要因により大きく異なる結果となる可能性があります。 
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１．当四半期決算に関する定性的情報
（１）経営成績に関する説明 

当社の当第１四半期連結累計期間（平成26年４月１日～平成26年６月30日）の連結業績は、前年同期よりも現物、デリ

バティブともに売買が減少したことなどから、営業収益は247億63百万円（前年同期比31.4％減）、営業費用は139億14百

万円（前年同期比23.4％減）、営業利益は108億48百万円（前年同期比39.5％減）となりました。 

また、経常利益は114億51百万円（前年同期比38.6％減）、税金等調整前四半期純利益は114億98百万円（前年同期比

38.4％減）、税金等調整後の四半期純利益は70億68百万円（前年同期比36.9％減）となりました。 
 
＜参考＞ 
  前第１四半期連結累計期間 

(自 平成25年４月１日 
至 平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
至 平成26年６月30日) 

   
前第１四半期 
連結会計期間末 

（平成25年６月30日） 
 

当第１四半期 
連結会計期間末 

（平成26年６月30日） 

ＴＯＰＩＸ 
991.34ポイント 

～1,276.03ポイント 
1,133.84ポイント 

1,132.76ポイント 
～1,269.04ポイント 

1,262.56ポイント 

日経平均株価 
12,003.43円 

～15,627.26円 
13,677.32円 

13,910.16円 
～15,376.24円 

15,162.10円 

時価総額(※) 
350兆1,352億円 

～449兆1,734億円 
399兆9,292億円 

410兆3,193億円 
～460兆7,213億円 

458兆7,771億円 

※  東証市場第一部、第二部及びマザーズに係る時価総額。 

 

（営業収益の状況） 

①取引参加料金 

取引参加料金は、取引参加者の取引資格に応じた「基本料」、現物の売買代金及びデリバティブの取引高等に応じた

「取引料」、注文件数に応じた「アクセス料」、利用する売買システム施設の種類に応じた「売買システム施設利用料」

等から構成されます。 

当第１四半期連結累計期間の取引参加料金は、現物、デリバティブともに売買が減少したことなどから、前年同期比

35.7％減の111億40百万円となりました。 

 

・取引参加料金の内訳 

    （単位：百万円） 

 

前第１四半期 
連結累計期間 

(自 平成25年４月１日 
至 平成25年６月30日) 

当第１四半期 
連結累計期間 

(自 平成26年４月１日 
至 平成26年６月30日) 

     増減（％） 

取引参加料金 17,317 11,140 △35.7 

  取引料 14,869 9,092 △38.8 

    現物 10,154 6,753 △33.5 

    デリバティブ 4,714 2,339 △50.4 

    ＴＯＰＩＸ先物取引 588 396 △32.7 

    日経平均株価先物取引（※） 1,605 856 △46.6 

    日経平均株価指数オプション取引 1,932 685 △64.5 

    長期国債先物取引 502 355 △29.3 

    その他 85 45 △46.6 

  基本料 353 268 △24.1 

  アクセス料 1,430 1,147 △19.8 

  売買システム施設利用料 628 615 △2.1 

  その他 35 16 △53.8 

※ 日経225ｍｉｎｉ先物取引を含めております。 
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＜参考＞ 
・株券の売買代金及びデリバティブの取引高等（立会内外含む） 

  １ 日 平 均 期 間 合 計 

 

前第１四半期 
連結累計期間 

(自 平成25年４月１日 
  至 平成25年６月30日) 

当第１四半期 
連結累計期間 

(自 平成26年４月１日 
  至 平成26年６月30日) 

前第１四半期 
連結累計期間 

(自 平成25年４月１日 
  至 平成25年６月30日) 

当第１四半期 
連結累計期間 

(自 平成26年４月１日 
  至 平成26年６月30日) 

      増減(％)     増減(％) 

＜現物＞(※１)            
東証市場第一部 
株券売買代金 
（百万円） 

3,432,211 2,063,434 △39.9 212,797,053 127,932,914 △39.9 

東証市場第二部 
株券売買代金 
（百万円） 

20,356 11,818 △41.9 1,262,062 732,713 △41.9 

マザーズ株券 
売買代金 
（百万円） 

120,214 131,832 9.7 7,453,258 8,173,604 9.7 

ＪＡＳＤＡＱ 
株券売買代金 
（百万円） 

148,512 103,704 △30.2 9,207,734 6,429,667 △30.2 

ＥＴＦ・ＥＴＮ等 
売買代金(※２) 
（百万円） 

114,719 103,209 △10.0 7,112,591 6,398,975 △10.0 

ＲＥＩＴ等 
売買代金(※３) 
（百万円） 

50,130 29,136 △41.9 3,108,062 1,806,443 △41.9 

＜デリバティブ＞ 
(※１) 

           

ＴＯＰＩＸ先物 
取引高 
（単位） 

116,257 73,233 △37.0 7,207,955 4,540,465 △37.0 

日経平均株価 
先物取引高 
（単位） 

167,311 82,446 △50.7 10,373,289 5,111,644 △50.7 

日経225ｍｉｎｉ 
先物取引高 
（単位） 

1,353,464 609,277 △55.0 83,914,741 37,775,200 △55.0 

日経平均株価指数 
オプション取引 
金額（百万円） 

64,001 22,809 △64.4 3,968,040 1,414,182 △64.4 

長期国債先物 
取引高 
（単位） 

42,720 31,042 △27.3 2,648,616 1,924,624 △27.3 

※１  市場統合前の売買代金等を含んでおります。 
※２  カントリーファンド等を含んでおります。 
※３ ベンチャーファンドを含んでおります。 
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②上場関係収入 

上場関係収入は、新規上場や上場会社の新株券発行の際に発行額に応じて受領する料金等から構成される「新規・追

加上場料」及び時価総額に応じて上場会社から受領する料金等から構成される「年間上場料」に区分されます。 

当第１四半期連結累計期間の上場関係収入は、上場会社の資金調達額が増加したことなどから、前年同期比14.2％増

の28億75百万円となりました。 

 

・上場関係収入の内訳 

      （単位：百万円） 

 

前第１四半期 
連結累計期間 

(自 平成25年４月１日 
  至 平成25年６月30日) 

当第１四半期 
連結累計期間 

(自 平成26年４月１日 
  至 平成26年６月30日) 

    増減（％） 

上場関係収入 2,517 2,875 14.2 

  新規・追加上場料 786 1,060 34.8 
  年間上場料 1,730 1,814 4.9 

 

＜参考＞ 

・上場会社数並びにＥＴＦ、ＥＴＮ及びＲＥＩＴの上場銘柄数 

    （単位：社） 
  新規上場会社数 上場会社数 

 

前第１四半期 
連結累計期間 

(自 平成25年４月１日 
  至 平成25年６月30日) 

当第１四半期 
連結累計期間 

(自 平成26年４月１日 
  至 平成26年６月30日) 

前第１四半期 
連結会計期間末 

(平成25年６月30日) 

当第１四半期 
連結会計期間末 

(平成26年６月30日) 

      増減     増減 

東証市場第一部 
・第二部 

5 5 0 
2,329 2,366 37 

  テクニカル上場 2 1 △1 

マザーズ 3 5 2 
185 196 11 

  テクニカル上場 1 0 △1 

ＪＡＳＤＡＱ 5 4 △1 
902 862 △40 

  テクニカル上場 1 0 △1 

合計 13 14 1 
3,416 3,424 8 

  テクニカル上場 4 1 △3 

（注１）  新規上場会社数は、市場統合前の東証市場、大証市場間の経由上場を除いております。また、上場会社数は、
市場統合前の東証市場、大証市場間の重複上場を除いております。 

（注２）  東証市場第一部・第二部の新規上場会社数及び上場会社数は、市場統合前の大証市場第一部・第二部の新規上
場会社数及び上場会社数をそれぞれ含んでおります。 

（注３）  テクニカル上場は、合併や株式移転等により設立された会社の新規上場となります。 

 

 
    （単位：銘柄） 

  新規上場銘柄数 上場銘柄数 

 

前第１四半期 
連結累計期間 

(自 平成25年４月１日 
  至 平成25年６月30日) 

当第１四半期 
連結累計期間 

(自 平成26年４月１日 
  至 平成26年６月30日) 

前第１四半期 
連結会計期間末 

(平成25年６月30日) 

当第１四半期 
連結会計期間末 

(平成26年６月30日) 

      増減     増減 

ＥＴＦ 2 1 △1 138 156 18 
ＥＴＮ 5 0 △5 19 23 4 

ＲＥＩＴ 1 2 1 
40 46 6 

  テクニカル上場 0 0 0 
（注１） 市場統合前の大証市場の新規上場銘柄数及び上場銘柄数を含んでおります。 
（注２） テクニカル上場は、合併や株式移転等により設立された銘柄の新規上場となります。 
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・上場会社の資金調達額 
    （単位：百万円） 

  前第１四半期 
連結累計期間 

(自 平成25年４月１日 
  至 平成25年６月30日) 

当第１四半期 
連結累計期間 

(自 平成26年４月１日 
  至 平成26年６月30日) 

      増減（％） 

上場会社の資金調達額 203,703 770,785 278.4 

（注）  東証市場における株主割当、公募（新規上場時の公募を含む。）、第三者割当、優先株式、転換社債型新株予約
権付社債及び新株予約権の権利行使による資金調達の合計金額（上場商品を除く。）。 

 
③情報関係収入 

情報関係収入は、情報ベンダー等への相場情報の提供に係る収入（相場情報料）を中心に、コーポレートアクション情

報をはじめとする各種情報の提供及び指数ビジネスに係る収入等から構成されます。 

当第１四半期連結累計期間の情報関係収入は、前年同期比1.2％減の40億35百万円となりました。 

 

④証券決済関係収入 

証券決済関係収入は、株式会社日本証券クリアリング機構が行う金融商品債務引受業に関する清算手数料等から構成さ

れます。 

当第１四半期連結累計期間の証券決済関係収入は、売買が減少したことなどから、前年同期比30.6％減の44億62百万円

となりました。 

 

⑤その他の営業収益 

その他の営業収益は、売買・相場報道等の各種システムと取引参加者・ユーザをつなぐネットワーク回線利用料、売買

執行の高速化等を目的として、システムセンター内に取引参加者が機器等を設置するコロケーションサービスに係る利用

料、国内外の市場とのコネクティビティを多様化し、また情報ベンダーなど取引参加者以外の市場関係者の方々も利用で

きるプロキシミティサービスに係る利用料並びに株式会社東証システムサービスが行うシステム開発・運用収入等から構

成されます。 

当第１四半期連結累計期間のその他の営業収益は、前期に大型の開発案件に係るシステム開発・運用収入を計上してい

たことなどから当期は大幅に減少し、前年同期比60.9％減の22億48百万円となりました。 

 

・その他の営業収益の内訳 

    （単位：百万円） 

 

前第１四半期 
連結累計期間 

(自 平成25年４月１日 
  至 平成25年６月30日) 

当第１四半期 
連結累計期間 

(自 平成26年４月１日 
  至 平成26年６月30日) 

    増減（％） 

その他の営業収益 5,747 2,248 △60.9 

  ネットワーク回線利用料 939 689 △26.7 

  コロケーション・プロキシミティ利用料 609 687 12.8 

  その他 4,197 871 △79.2 

 

 

（営業費用の状況） 

当第１四半期連結累計期間の人件費は、前年同期比3.7％増の37億35百万円となりました。 

システム維持・運営費は、株券等の売買システムをはじめとした各種システムの維持及び管理運用に係る費用等から

構成されます。当第１四半期連結累計期間のシステム維持・運営費は、前年同期比9.2％減の25億84百万円となりまし

た。 

当第１四半期連結累計期間の減価償却費は、前期にデリバティブシステムの統合に伴う旧システムの加速償却費を計

上したことなどから当期は大幅に減少し、前年同期比25.5％減の26億37百万円となりました。 

当第１四半期連結累計期間のその他の営業費用は、前期に大型のシステム開発案件に伴う原価を計上していたことな

どから当期は大幅に減少し、前年同期比39.3％減の49億56百万円となりました。 
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（２）財政状態に関する説明 

（資産、負債及び純資産の状況） 

資産及び負債には、証券取引等の安全性を確保するための諸制度に基づく清算預託金等（売買・取引証拠金、清算基金

及び決済促進担保金から構成されます。）、信認金、取引参加者保証金及び違約損失積立金が計上されております。その

うち清算預託金等については、多額かつ清算参加者のポジションや株価の変動などにより日々変動することから、当社グ

ループの資産及び負債の額は、清算預託金等の変動に大きな影響を受けることとなります。 

当第１四半期連結会計期間末の資産は、清算預託金等の預入れが増加したことなどから、前連結会計年度末に比べ457

億83百万円増加し、1兆4,494億97百万円となりました。一方、清算預託金等、信認金及び違約損失積立金を控除した後の

資産は、税金等の納付に伴う現預金の減少などから、前連結会計年度末に比べ72億79百万円減少し、2,552億91百万円と

なりました。 

当第１四半期連結会計期間末の負債は、資産と同様に清算預託金等が増加したことなどから、前連結会計年度末に比べ

443億77百万円増加し、1兆2,460億72百万円となりました。また、清算預託金等、信認金及び取引参加者保証金を控除し

た後の負債は、税金等の納付に伴い未払法人税等が減少したことなどから、前連結会計年度末に比べ113億11百万円減少

し、724億5百万円となりました。 

当第１四半期連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末に比べ14億6百万円増加し、2,034億24百万円となりまし

た。また、違約損失積立金を控除した後の純資産は、1,754億76百万円となりました。 
 

＜参考＞ 

  総資産 純資産 自己資本比率 

 

平成27年３月期第１四半期 

平成26年３月期 

百万円 

1,449,497 (255,291) 

1,403,713 (262,570) 

百万円 

203,424 (175,476) 

202,018 (174,070) 

％ 

13.6 (66.5) 

14.0 (64.1) 

（注）①  総資産の（ ）内は、総資産から清算預託金等、信認金及び違約損失積立金（以下、「特定資産」という。）

を控除して算出した数値であります。 

②  純資産の（ ）内は、純資産から違約損失積立金を控除して算出した数値であります。 

③  自己資本比率の（ ）内は、総資産から特定資産、また純資産から違約損失積立金を控除して算出した数値で

あります。 

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

①連結業績予想 

平成26年４月28日に開示しました「平成26年３月期 決算短信〔日本基準〕（連結）」（以下、「前回公表資料」と

いう。）に記載の業績予想数値から、変更はありません。 

また、当社は、平成27年３月期の期末決算からＩＦＲＳを任意適用することを予定しておりますが、前回公表資料

に記載したＩＦＲＳを任意適用した場合の主な影響を考慮した業績予想数値についても変更はありません。 

 

【ご参考】ＩＦＲＳを任意適用した場合の主な影響を考慮した平成27年３月期連結業績予想 

※ のれん償却費（年間34.4億円）がなくなること等により、日本基準から各利益が35億円増加することを見込んで

おります。前回公表資料から変更はありません。 

  営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 

  百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭 

通期 93,000 38,000 40,000 24,500 89.24 

 

なお、業績予想数値は、通期の１日平均売買代金・取引高について、株券等（※）が２兆1,000億円、長期国債先物

取引が36,000単位、ＴＯＰＩＸ先物取引が104,000単位、日経平均株価先物取引が211,000単位（日経225ｍｉｎｉ先物

取引高は日経平均株価先物取引における取引高へ換算）及び日経平均株価指数オプション取引が355億円であることを

前提として策定しております。 

（※）東証市場第一部・第二部、マザーズ、ＪＡＳＤＡＱ及びＴＯＫＹＯ ＰＲＯ Ｍａｒｋｅｔ並びにＥＴＦ、ＥＴ

Ｎ及びＲＥＩＴに係る売買代金（立会内外含む）。 

 

②配当予想 

平成26年４月28日に開示しました前回公表資料に記載の配当予想から、変更はありません。 

なお、当社は、取引所としての競争力強化と自主規制機能の向上のためのシステム開発や清算機関としてのリスク

への備えを目的とした内部留保の重要性に留意しつつ、安定的かつ継続的な配当を実施することを基本とし、具体的

には、連結配当性向を40％程度とすることを目標としております。 

また、当社は平成27年３月期の期末決算よりＩＦＲＳを任意適用する予定であることから、平成27年３月期の配当

予想につきましては、ＩＦＲＳ任意適用後の予想当期純利益245億円に基づき配当額を算出しております。 
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２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

（１）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

イ．会計方針の変更

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）

及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下「退職給付

適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて

当第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属

方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更しました。 

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第１四半期

連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減してお

ります。 

この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る資産が815百万円増加、また退職給付に係る負債が

747百万円減少し、利益剰余金が1,006百万円増加しております。 

なお、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微であり

ます。 

 

ロ．会計上の見積りの変更

当社の連結子会社である株式会社東京証券取引所は、新システムの稼働を決定したことに伴い当初より利用期間が 

短くなった固定資産について、当第１四半期連結会計期間において耐用年数の見直しを行っております。

これにより、従来の方法に比べて、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期 

純利益はそれぞれ23百万円減少しております。
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成26年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 103,813 89,040 

営業未収入金 8,995 11,686 

有価証券 802 801 

仕掛品 61 127 

売買・取引証拠金特定資産 913,437 1,003,443 

清算基金特定資産 188,734 151,799 

決済促進担保金特定資産 10,500 10,500 

その他 4,898 9,040 

貸倒引当金 △12 △13 

流動資産合計 1,231,231 1,276,426 

固定資産    

有形固定資産 7,066 7,952 

無形固定資産    

のれん 63,932 63,071 

その他 23,878 23,832 

無形固定資産合計 87,810 86,904 

投資その他の資産    

投資有価証券 37,344 38,452 

退職給付に係る資産 2,914 3,824 

信認金特定資産 522 513 

違約損失積立金特定資産 27,948 27,948 

その他 9,013 7,618 

貸倒引当金 △138 △142 

投資その他の資産合計 77,605 78,214 

固定資産合計 172,482 173,071 

資産合計 1,403,713 1,449,497 

 

- 8 -

株式会社日本取引所グループ(8697)
平成27年３月期第１四半期決算短信



 

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成26年６月30日) 

負債の部    

流動負債    

営業未払金 2,994 2,451 

短期借入金 32,500 32,500 

未払法人税等 17,600 2,534 

賞与引当金 1,420 350 

役員賞与引当金 366 7 

預り売買・取引証拠金 913,437 1,003,443 

預り清算基金 188,734 151,799 

預り決済促進担保金 10,500 10,500 

預り取引参加者保証金 4,783 7,409 

その他 5,937 11,971 

流動負債合計 1,178,274 1,222,969 

固定負債    

長期借入金 10,000 10,000 

退職給付に係る負債 7,465 6,798 

預り信認金 522 513 

その他 5,431 5,790 

固定負債合計 23,420 23,102 

負債合計 1,201,694 1,246,072 

純資産の部    

株主資本    

資本金 11,500 11,500 

資本剰余金 59,726 59,726 

利益剰余金 117,264 117,928 

自己株式 △5 △5 

株主資本合計 188,485 189,148 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 8,006 8,625 

退職給付に係る調整累計額 △149 △112 

その他の包括利益累計額合計 7,857 8,513 

少数株主持分 5,675 5,762 

純資産合計 202,018 203,424 

負債純資産合計 1,403,713 1,449,497 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第１四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

営業収益    

取引参加料金 17,317 11,140 

上場関係収入 2,517 2,875 

情報関係収入 4,086 4,035 

証券決済関係収入 6,430 4,462 

その他 5,747 2,248 

営業収益合計 36,099 24,763 

営業費用    

人件費 3,601 3,735 

システム維持・運営費 2,847 2,584 

減価償却費 3,537 2,637 

その他 8,169 4,956 

営業費用合計 18,156 13,914 

営業利益 17,943 10,848 

営業外収益    

受取利息 114 28 

受取配当金 228 170 

持分法による投資利益 372 399 

その他 35 32 

営業外収益合計 751 630 

営業外費用    

支払利息 32 11 

その他 7 16 

営業外費用合計 39 28 

経常利益 18,655 11,451 

特別利益    

投資有価証券売却益 － 46 

特別利益合計 － 46 

税金等調整前四半期純利益 18,655 11,498 

法人税等 7,343 4,332 

少数株主損益調整前四半期純利益 11,311 7,166 

少数株主利益 102 97 

四半期純利益 11,209 7,068 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第１四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 11,311 7,166 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △871 618 

退職給付に係る調整額 － 36 

持分法適用会社に対する持分相当額 0 △0 

その他の包括利益合計 △871 655 

四半期包括利益 10,440 7,821 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 10,338 7,724 

少数株主に係る四半期包括利益 102 97 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。
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